
自己株式取引が時価と
乖離した場合の課税問題

――資本取引と損益取引との区分の観点から――

古 川 昂 太
（法学専攻 リーガル・スペシャリスト・コース)

は じ め に

第１章 資本等取引の概念

第１節 企業会計，会社法における資本取引と損益取引

第２節 法人税法における資本等取引

第２章 会社法，企業会計及び法人税法における自己株式の取扱い

第１節 会社法上の自己株式

第２節 企業会計上の自己株式

第３節 法人税法上の自己株式

第３章 資本等取引と損益取引の混在

第１節 資本等取引と損益取引との区分

第２節 デット・エクイティ・スワップ（DES）

第３節 現 物 分 配

第４章 時価と乖離した価額での自己株式取引

第１節 時価と乖離した場合の課税問題

第２節 有利発行に係る規定との関係

第３節 時価と乖離した場合の課税のあり方

お わ り に

は じ め に

従来，自己株式取引は，会社の資本充実・維持の原則に反するなどの理

由から，商法のもとで厳格な取得規制等がなされており，あまり活発に行

われてこなかった。しかし，平成13年10月の商法改正による「金庫株の解

禁」や平成18年の会社法の制定により規制が緩和され，自己株式取引を自
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由に行えるようになった。今後企業再編や敵対的買収の防衛策などの目的

で自己株式取引の利用の増加が予想され，自己株式取引が資本等取引の中

で中心的な位置を占めることになると想定される1）。そのような状況の中

で，自己株式に関する課税上の問題も今後増加してくると考えられ，法的

紛争に発展するケースも生じてくると思われる。そこで本稿では，自己株

式取引に内在する諸問題の一つとして，取引価額が時価と乖離した場合の

自己株式取引に対する課税問題についての検討を行うこととする。

自己株式は，平成18年度税制改正により法人税法における有価証券の範

囲から除かれたため，自己株式を取得した場合には会社法及び会計と同様，

資産に計上せず，その取得した自己株式に対応する金額は，資本金等の額

から減算することとなる（法人税法２条21号，法人税法施行令８条１項17

号18号）。また，自己株式を処分した場合には，払い込まれた金銭の額及

び給付を受けた金銭以外の資産の価額を資本金等の額の増加とすることと

された（法人税法施行令８条１項１号）。つまり，自己株式の取得及び処

分は資本の払戻し及び新株の発行と同様であり，法人税法上自己株式取引

は資本等取引に該当することになる。そして，法人税法22条２項及び３項

において資本等取引は益金及び損金から除かれているため，現在の学説及

び実務においては，時価と乖離した価額で自己株式取引が行われた場合で

あっても，発行法人側では資本等取引であるため損益は生じないとする見

解が大半を占めている。しかし，発行法人と株主間における損益取引が行

われた場合に受贈益又は寄付金を認識しているにもかかわらず，自己株式

取引の場合には受贈益又は寄付金を認識しないならば，課税の公平が図れ

ないケースが想定され，またそのゆがみを利用した租税回避が行われる可

能性がある。

以上のような問題意識に基づき，本稿では，自己株式取引を時価と乖離

した価額で取引した場合の発行法人における課税について検討し，自己株

式取引であっても益金及び損金が発生する場合があることを論証したい。

また，企業の資本取引の多様化によって，資本等取引と損益取引との区分
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が困難になっている現状について，自己株式取引に加え，デット・エクイ

ティ・スワップや現物分配にも言及し明らかにする。具体的には，第１章

で企業会計，会社法上の資本取引及び法人税法上の資本等取引について述

べたうえで，第２章では会社法，企業会計及び法人税法の自己株式取引の

取扱いについて概観する。次に，第３章において資本等取引と損益取引と

の区分の観点から，デット・エクイティ・スワップ及び現物分配について

の検討を行い，それを受けて第４章において時価と乖離した価額での自己

株式取引が行われた場合の発行法人側の課税関係について検討する。

第１章 資本等取引の概念

本章ではまず自己株式取引が資本（等）取引に該当することから，自己

株式について述べる前提として，会社法，企業会計における資本取引及び

資本・損益区分の原則についてふれる。次に，法人税法における資本等取

引及び資本金等の額と利益積立金額について確認し，会社法，企業会計及

び法人税法上の資本（等）取引の定義を明らかにする。

第１節 企業会計，会社法における資本取引と損益取引

企業会計原則の一般原則は，「資本取引と損益取引とを明瞭に区別し，

特に資本剰余金と利益剰余金とを混合してはならない｣2）と規定している。

この規定は，前段で資本取引と損益取引との区別を，後段で資本剰余金と

利益剰余金との区別を要請している3）。

前段における資本取引は，増資・減資などにより企業の純資産を直接的

に変化させる取引をいい，また損益取引は企業の営業活動によって自己資

本を増減させる取引をいう。継続企業として企業が維持すべき資本は期首

の自己資本であり，これを維持してなお余りある余剰分を期間利益として

確定するため，期首自己資本のそのものの増減分と，自己資本利用の結果

生ずる自己資本増加分（利益）とを明確に区分することにより，正しい期
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間利益が算定される4）。

これに対し，後段の資本剰余金と利益剰余金との区分は，払込資本と留

保利益の区分とを要請するものである。資本剰余金は，払込資本のうち資

本金以外の部分，また利益剰余金は，企業活動で得た利益のうち分配され

ずに企業に留保されたものであり，両者は，発生源泉の違いにより区分す

べきものとして扱われてきた5）。企業会計基準第１号「自己株式及び準備

金の額の減少等に関する会計基準」の19項においても，「資本剰余金の各

項目は，利益剰余金の各項目と混同してはならない。したがって，資本剰

余金の利益剰余金への振替は認められない。｣6）と定められている。

この会計上の資本剰余金と利益剰余金の区分は，商法における配当規制

や，資本の維持・充実の原則と密接に関係していた。しかし，会社法は，

配当規制の面で資本剰余金と利益剰余金とを区別しておらず，払込資本に

よる配当が可能となった。資本金・資本準備金・その他資本剰余金は，そ

の振替が比較的自由に行われうるから，払込資本をすべて配当可能な「そ

の他資本剰余金」とすることも制度上可能である7）。すなわち，会社法は，

配当規制の面で資本剰余金と利益剰余金との区分を求めていないのである。

また，商法においては，利益準備金の資本金への組入れや配当可能利益の

資本金への組入れが認められていたのに対して，会社法においては，払込

資本及び利益剰余金内部の振替は一定の要件のもとで認められるが，払込

資本と利益剰余金の間の振替は認められていない。この意味において，会

社法における資本剰余金と剰余金との区分に関する会計規則は厳格である

といえる8）。

これは，会社法の趣旨として，債権者保護の考え方が，資本の維持・充

実ではなく情報開示の充実に求められているためと考えられる9）。すなわ

ち，商法における資本は会社財産の維持機能を有しておらず，いわゆる資

本三原則は，債権者保護との関係で役割を果たしていないと考えられるこ

とから，会社法は従来のように資本三原則を特に強調せず，開示規制を通

じた債権者の自己責任に委ねられることとなった10）。よって，配当が配当
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可能額の範囲内で行われるならば，その原資が資本剰余金又は利益剰余金

のどちらであるかは債権者保護の観点からは関係なく，情報開示の面で払

込資本と留保利益とを明確に区分するために払込資本と利益剰余金との振

替を認めないこととしたものと考えられる。

第２節 法人税法における資本等取引

1．資本等取引の定義

法人税法22条５項は，「資本等取引とは，法人の資本金等の額の増加又

は減少を生ずる取引並びに法人が行う利益又は剰余金の分配及び残余財産

の分配又は引渡しをいう。」と規定している。これによると，資本等取引

は，① 法人の資本金等の額の増加又は減少を生ずる取引（狭義の資本等

取引）と，② 法人が行う利益又は剰余金の分配という２つの概念から成

り立っている11）。

①の狭義の資本等取引は，資本維持の要請から，資本取引と損益取引と

を厳密に区分し，企業の利益と損失は資本取引からは生じないという企業

会計及び会社法の考え方を前提として，資本等取引による収益及び損失を

益金及び損金の範囲から除外している12）。

②の利益又は剰余金の分配は，資本の増減とは関係なく，純資産の増減

をきたすものであり，企業会計上の資本取引には該当しないと考えられる。

しかし，法人税法は出資者に利益を還元する前の段階の所得を課税対象と

しており，配当等は損金に算入しないことを明確にする必要性から，法文

上，「等」を入れることによって，これを資本等取引に含めることとされ

た13）。

2．資本金等の額及び利益積立金額

法人税法は，資本金等の額を「法人が株主等から出資を受けた金額とし

て政令で定める金額をいう。」（法人税法２条16号）と定義しており，これ

はいわゆる払込資本を指す概念である。また法人税法施行令８条１項おい
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て，法人税法２条16号に規定する政令で定める金額は，法人の資本金の額

又は出資金の額に一定の調整項目を加算又は減算した金額とされている。

法人税法には，資本金の額の定義が置かれていないため，会社法上の資本

金の額（会社法445条）の概念が借用されると解される。資本金の額とい

う会社法の概念を借用しているのは，税法が確定決算主義を前提としてい

るため，会計上の計算書類を出発点として申告所得金額の計算を行うこと

に配慮したものである14）。なお，会社法の資本金の額とは，会社法に別段

の定めがある場合を除き，会社が設立又は株式の発行をした際に株主とな

る者が会社に対して払込み又は給付をした財産の額とされる。ただし，払

込み又は給付に係る額の２分の１を超えない額は，資本金として計上せず，

資本準備金として計上することができる。

次に，利益積立金額は，法人税法では，「法人の所得の金額で留保して

いる金額として政令で定める金額」（法人税法２条18号）と定義され，ま

た同法施行令において，その政令で定める金額について過去事業年度及び

当該事業年度の一定項目に係る金額の増減により算出される金額として規

定されている（法人税法施行令９条１項）。利益積立金額は，基本的には

課税済留保利益を意味する概念であり，会社法上，利益準備金及びその他

利益剰余金から成る利益剰余金（会社計算規則76条２項４号・５項）に概

ね相当する金額である15）。

資本金等の額及び利益積立金額は，どちらも株主資本勘定に属するもの

であるが，資本金等の額が払込資本であるのに対して，利益積立金額は課

税済みの利益である。よって，資本金等の額が株主に払い戻されたとして

も，それは資本の払戻しであるため課税問題は生じない。一方，利益積立

金額は剰余金の分配の対象になるものであり，これを分配した場合には配

当として課税される16）。すなわち，法人税法は，資本金等の額及び利益積

立金額を区分することにより，資本金等の額に対する課税を防止し，利益

積立金額に対する配当課税を確保しているのである17）。
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第２章 会社法，企業会計及び法人税法における
自己株式の取扱い

法人税法における自己株式に係る規定は，商法（会社法），企業会計で

の自己株式の取扱いとともに変化してきた。すなわち，法人税法上の自己

株式の規定は，商法及び会社法の考え方に大きく影響を受けているといえ

る。そこで本章では，商法，会社法における自己株式の取得規制等の改正

及びそれに伴う企業会計，法人税法の自己株式の取扱いの変遷，及び現行

法における自己株式の取扱いを概観することにより，法人税法が自己株式

の資産性を否定し，自己株式取引を資本等取引としたことの意義を明らか

にする。

第１節 会社法上の自己株式

「自己株式」とは，会社がその発行済株式を自らの計算において取得・

保有する株式である。会社法上，「自己株式」は，「株式会社が有する自己

の株式をいう」（会社法113条４項）と定義されている。

会社が自らの計算においてその発行済株式を買い受けること等は次のよ

うな弊害が生じうると考えられている。① 実質上資本の払戻しであり資

本維持の原則に反する結果となる。② 相場操縦や内部取引に利用される

可能性があり，株式取引の公正に反する恐れがある。③ 会社が一部の株

主から恣意的に株式を購入すると株主平等の原則に反する。④ 会社経営

者の支配権維持のために用いられる可能性がある。このうち，①から③ま

では，自己株式の取得自体が問題となるのに対して，④は取得した自己株

式の処分が問題となるものである18）。

わが国においては従来，自己株式の取得等は法政策的見地から厳しく規

制されてきた。以下，自己株式に係る商法，会社法の立法の経緯を概観す

る。

自己株式取引が時価と乖離した場合の課税問題（古川)

83



1．自己株式の取得等に関する規制

１ 自己株式の取得

会社法は，平成13年改正前には，前記弊害の一般予防的見地から，自己

株式の取得を原則として禁止し，取得を認める必要性が高い場合に例外的

にそれを許容する規制を置いてきた。しかし，経済界からの自己株式取得

の規制緩和を求める意見が強く，平成13年改正商法は，会社が株主との合

意により自己株式を取得すること及び取得した株式を保有することを原則

自由とする規制に転換した。もっとも，前記弊害の防止のため，財源規制

及びそれに関する手続規制並びに株主平等原則に関する規制が設けられ，

かつ，自己株式の処分につき新株の発行に関する規定を準用するものと規

定された。

平成17年に成立した会社法においても，自己株式の取得が原則自由とさ

れ，弊害を防止するため取得形態ごとに詳細な規定が設けられた。会社法

で自己株式を取得できる場合は以下のとおりである（会社法155条）。

① 取得条項付株式を取得する場合（会社法107条２項３号イ）。

② 譲渡制限株式を他人に譲り渡そうとするが，会社がその承認をしな

い旨の決定をするときにおいて，その会社がその株式を買い取ること

を請求する場合（会社法138条１号ハ・２号ハ）。

③ 会社が株主との合意によりその会社の株式を有償で取得する旨の決

議があった場合（会社法156条）。

④ 取得請求権付株式の株主が会社に対してその株式を取得することを

請求した場合。

⑤ 全部取得条項付種類株式を発行した会社が，株主総会の決議によっ

てその株式の全部を取得する旨の決議があった場合（会社法171条１

項）。

⑥ 相続その他の一般承継により会社の株式（譲渡制限株式に限る。）

を取得した者に対し，その株式を会社に売り渡すことを請求すること

ができる旨を定款で定めた場合において，株主総会の決議によりその
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株式を会社に売り渡すことを請求した場合（会社法176条１項）。

⑦ 単元未満株主が，会社に対し，自己の有する単元未満株式を買い取

ることを請求した場合（会社法192条１項）。

⑧ 所在不明株主の株式の全部又は一部を買い取る場合（197条３項）。

⑨ １株に満たない端数の株式の合計額を売却するに際して会社がその

株式を買い取ることを定めた場合（会社法234条４項，235条２項）。

⑩ 他の会社（外国会社を含む。）の事業の全部を譲り受ける場合にお

いてその他の会社が有する譲受会社の株式を取得する場合。

合併後消滅する会社からその会社の株式を承継する場合。

吸収分割をする会社からその会社の株式を承継する場合。

そのほか，法務省令で定める場合（会社法施行規則27条)19）。

以上のように，会社法は自己株式を取得できる場合を限定列挙している

が，③で株主との合意により自己株式を取得する旨の決議があった場合が

含まれていることから，自己株式取得の自由化が条文上認められていると

いえる20）。

２ 自己株式の保有

平成13年改正前商法では，取得した自己株式について，遅滞なく失効の

手続をするか，又は相当の時期に処分することが義務づけられていた。し

たがって，自己株式を長期間保有することは法律上認められていなかった。

しかし，同年の商法改正で改正前に規定していた保有目的規制，数量目

的規制，取得目的規制が削除され，自己株式を大量に，かつ長期間保有す

ることが可能となった。会社法においてもこれらの制限はなく，長期保有

が認められている。

３ 自己株式の処分

平成13年改正前商法は，自己株式の取得を原則として禁止していたため，

会社が自己株式を処分することを想定しておらず，その処分については特

段の規定を設けていなかった。しかし，現実には相互に株式を持ち合って

いる会社同士が合併した場合のように，会社が大量の自己株式を取得する
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可能性があり，このような自己株式について処分に関する規定がないとき

は，他の株式に経済的損失を与えたり，また支配の公正を害するという事

態が生じ得た。

そこで，平成13年改正商法は，自己株式の処分を巡る利害関係の対立状

況が新株発行の場合に類似することから，新株の発行の場合と同様に，他

の株式がその財産的な権利を害されないように，適正な処分価格の決定，

払込みの確保，処分手続の透明性の確保等の観点から，自己株式の処分は，

一定の場合を除き，株式の発行と同じ募集の手続が要求されることとなっ

た21）。会社法においても同様である（会社法199条１項）。

４ 自己株式の消却

会社は，取締役会の決議により保有する自己株式を消却することができ

る（会社法178条１項）。自己株式の消却によって，会社の発行済株式は減

少するが，定款で定めた発行済株式総数は影響を受けない。

2．自己株式の性質

１ 自己株式の法的性質

会社は，取得した自己株式を保有し続けることができる。平成13年改正

前商法の自己株式及び現行法の子会社が有する親会社株式と異なり，自己

株式を相当の時期に処分すべき義務は課されていない。よって，保有して

いる自己株式が法律上どのように扱われるかが問題となる。

会社が保有した状態にある自己株式に対しては，議決権及び利益配当請

求権（会社法308条２項，453条）・残余財産分配請求権が与えられていな

い。議決権が与えられていないのは，会社支配の公正を維持するためであ

る。なお，自己株式に関する議決権は消滅するのではなく，発行会社が保

有している場合に限り停止すると解されている22）。また議決権以外の共益

権について明文の規定はないが，その他の共益権も行使しえないと解され

ている23）。

利益配当請求権については，配当をすると翌事業年度の営業外収益とし
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て計上されるため二重の利益を計上することになり，収益力に関する誤解

を与える恐れがあることから，行使することができない旨が条文で規定さ

れている24）。残余財産請求権については明文の規定はないが，否定される

と解されている。

２ 自己株式の財産的性質

自己株式の財産的性質として，これを資産とする見解と，資産性を否定

する見解とが対立している。自己株式の資産性を否定し資本の控除とする

見解は，自己株式の取得は株主との間の資本取引であり株主に対する会社

財産の払戻しの性格を有することを主な論拠とする25）。すなわち，会社が

自己株式を取得することは，一種の資産の分配ないし出資の払戻しであり，

会社はその交換により払い戻した金銭その他の資産だけ株式の価値を失っ

たことになるため，自己株式は売却可能な資産ではない，という考え方で

ある26）。

自己株式を資産とする見解は，自己株式を取得したからといって株式と

しての性質を失うわけではなく，有価証券として売買される可能性がある

ことを主な根拠とする。すなわち，たとえ株式が発行会社によって取得さ

れても，その自己株式は有価証券たる性質を失うものではなく27），また自

己株式の再発行についての財務上の取り扱いは，他会社の株式を売却する

際の財務上の取扱いと同じである28）。また，自己株式に自益権や共益権が

なく法律的には無価値であるからといって，それが直ちに経済的に無価値

になるわけではない，という見解である。

平成13年改正前の商法においては，自己株式は，保有期間規制の下にあ

り，それは短期保有されることが前提であった。そのため自己株式の取得

は，支払った金銭等の対価として自己株式という有価証券を取得すること

と変わらない29）。したがって，自己株式は他社の株式と同様に有価証券と

しての性質を有し，売却することにより資金の調達ができることから，貸

借対照表上の資産の部に計上され，その譲渡差額は損益として認識され，
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会社のその年度の「当期利益」を構成していた。すなわち，平成13年改正

前商法は資産説を採用していた。

これに対し平成13年改正商法は，基本的に自己株式の取得規制を緩和し，

取得目的規制，その保有株式の制限及び保有期間の制限を排除した。この

ため，自己株式を大量にかつ長期間保有することが可能となった。平成13

年改正商法は自己株式取引の性質を有価証券の売買というよりも資本の払

戻し及び資本の払い込みと捉えており，資本控除説を採用したといえる。

平成17年に成立した会社法においてもこの考えを引き継いでいる。

第２節 企業会計上の自己株式

1．平成13年以前の企業会計

従来から企業会計においても，自己株式を資産として扱う考え方と，資

本の控除として扱う考え方があった。平成13年改正前の商法が自己株式を

貸借対照表の資産の部に計上すると定めていたため，保有する自己株式は

他の有価証券と同様に扱われ，それを処分した際の処分差額は有価証券譲

渡損益として営業外損益に計上することとされていた。

しかし，会計理論上は資本の控除とみる考え方が多く，昭和26年９月に

公表された「商法と企業会計原則との調整に関する意見書」においても，

再取得した自己株式の性格は，株式の消却以外は一時資産として保有され

ることになるが，他の有価証券とはその資産的性質が異なるとして，貸借

対照表の資産の部に計上する代わりに，資本の部に控除の形式で表示すべ

きであり，また自己株式の売却益は資本準備金に組み入れるべきであると

している30）。

2．平成13年以後の企業会計

平成13年の商法改正を契機として，企業会計基準委員会は，平成14年２月

に「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」及び「自己株式及

び準備金の額の減少等に関する会計基準と適用指針」を公表し，自己株式の
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企業会計における取扱いを資本取引であるとし，自己株式取引については損

益に影響させないこととした。その基本的な取扱いは以下のとおりである。

① 取得した自己株式は，取得原価をもって純資産の部の株主資本から

控除する。

② 期末に保有する自己株式は，純資産の部の株主資本の末尾に自己株

式として一括して控除する。

③ 自己株式処分差益は，その他資本剰余金に計上する。

④ 自己株式処分差損は，その他資本剰余金から減額する。

⑤ 自己株式を消却した場合には，消却の対象となった自己株式の帳簿

価額をその他資本剰余金から減額する。

⑥ その他資本剰余金の残高が負の値となった場合には，会計期末にお

いて，その他資本剰余金を零とし，当該負の値をその他利益剰余金

（繰越利益剰余金）から減額する。

⑦ 自己株式の取得，処分及び消却に関する付随費用は，損益計算書の

営業外費用に計上する。

⑧ 自己株式を無償で取得した場合，自己株式の数のみの増加として処

理する。

以上のように，自己株式に係る取引は株主との間の資本取引とされ，同

会計基準は資本控除説を採用した31）。

第３節 法人税法上の自己株式

1．平成18年改正前の取扱い

１ 取 得

旧商法が平成13年の改正において自己株式の性質を資本の控除としたに

もかかわらず，法人税法上自己株式は資産であるとされていた。しかし，

商法改正により自己株式の取得が容易になり利益配当によらない利益の流

出が懸念されたため，みなし配当の制度が導入された32）。すなわち，自己

株式を取得した場合には，その取得のために交付した金銭及び金銭以外の
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資産の合計額が，取得した自己株式に対応する資本等の金額を超える場合

には，その超過額は「みなし配当」とされ，利益積立金額から減額される

こととなった。このように平成18年改正前の法人税法は，自己株式の取得

を有価証券の取得と配当とが混在した取引とみていたといえる33）。

２ 保 有

平成18年改正前の法人税法において，自己株式を資産であると定義した

規定は存在しなかったが，旧証券取引法を準用し，自己株式は有価証券に

含まれるとされていた34）。すなわち，上記のように，自己株式を取得した

場合，対価として交付した金銭等の額の合計額のうち取得資本等の金額を

超える部分の金額はみなし配当として利益積立金額から減算される処理が

行われていたが，取得資本等の金額相当額は資本積立金額の減算項目とは

されていないため，その金額は有価証券たる自己株式の取得価額とされ，

税務上の貸借対照表に表示されることとなる。平成13年商法改正後におい

ても，法人税法は基本的に資産説を維持していたといえる。

３ 処 分

自己株式の処分について，平成14年改正前の法人税法は，自己株式の売

却対価と帳簿価額との差額を損益として認識していた。しかし，平成14年

の改正で，自己株式を従前どおり有価証券として取り扱うものの，自己株

式を処分した場合における処分対価の額をその自己株式のその譲渡直前の

帳簿価額と同額とすることで譲渡損益を発生させず，実際の処分対価の額

と帳簿価額との差額は資本積立金額の増減として処理することとされた。

自己株式の処分においても有価証券の譲渡と資本等取引とが混在していた

といえる35）。

2．平成18年改正後の取扱い

１ 取 得

① 基本的考え方

平成18年の改正では，有価証券の範囲から自己株式が除かれたため，自
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己株式を取得した場合には，これを資産の部に計上するのではなく，取得

した株式に対応する資本金等の額（取得資本金額）を取得時の資本金等の

額から減算することとされた（法人税法２条21項，同法８条１項17号）。

法人が自己株式を取得した場合には，税務上の貸借対照表において自己株

式は認識されず取得と同時に消却したかのような状態になるが，自己株式

の存在自体が否定されるものではなく，税務上の発行済株式数には，別段

の定めで除かれない限り，自己株式は含まれることになる36）。

また，自己株式の取得が相対取引により行われた場合には，取得により

交付した金銭等の額の合計額から取得資本金額を控除した残額が減少する

利益積立金額（みなし配当の額）となる（法人税法施行令９条１項12

号)37）。すなわち，株主に対する金銭等の資産の交付は，資本の払戻しと

剰余金の配当という２つの性質を有するため，みなし配当とされた金額だ

け利益積立金額が減額される。

なお，株主側においては剰余金の配当とされた部分にはみなし配当課税

が行われ，資本の払戻しとされた部分に対しては譲渡所得課税が行われる。

② 自己株式の取得等の範囲。

自己株式の取得等とは，法人税法24条１項４号から６号までに掲げる事

由とされている（法人税法施行令23条１項４号）。具体的には，以下のと

おりである。

自己株式又は出資の取得（金融商品取引法に規定する金融商品取引

所の開設する市場における購入による取得その他一定の取得及び有価

証券の譲渡益又は譲渡損の益金又は損金算入の規定（法人税法61条の

２第13項１号から３号まで）に掲げる株式又は出資の同項に規定する

場合に該当する場合における取得を除く。）。

出資の消却，出資の払戻し，社員その他法人の出資者の退社又は脱

退による持分の払戻しその他株式又は出資をその発行した法人が取得

することなく消滅させること。

組織変更（組織変更に際してその組織変更をした法人の株式又は出
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資以外の資産を交付したものに限る。）。

２ 保有及び消却

平成18年改正で自己株式を取得した場合にはその取得価額を資本金等の

額及び利益積立金額から控除するため，税務上の貸借対照表には自己株式

は表示されず，消却したかのような状態となる。よって，会社法上自己株

式を消却するかどうかは，課税には一切関係しないこととなる38）。

３ 処 分

前述したように，自己株式を取得した場合には，取得により交付した金

銭等の額の合計額を資本金等の額及び利益積立金額から控除し，その帳簿

価額は零となる。よって処分時においては，自己株式の処分をした場合に

払い込まれた金銭の額及び給付を受けた金銭以外の資産の価額を資本金等

の額の増加とすることとされた（法人税法施行令８条１項１号）。つまり，

法人税法では，保有する自己株式を譲渡した場合には資本等取引と扱い，

譲渡益又は譲渡損は発生しないことになる。

自己株式は，もともと有価証券（資産）として取り扱われてきた。よっ

て自己株式取引において譲渡損益が認識されていた。しかし，平成13年商

法改正により自己株式の取得規制が緩和されたことを受け，平成14年改正

法人税法は，自己株式取引から生じた譲渡損益を益金及び損金に算入せず，

資本積立金額を増減することとした。その後の平成18年改正法人税法が自

己株式を有価証券の定義規定から除外することで自己株式の資産性を否定

し，自己株式の取得，譲渡は資本の払戻しと新株の発行との区別をなくし

たことは，この考え方を徹底したものと位置づけられている39）。

第３章 資本等取引と損益取引との混在

前章で述べたように，自己株式取引は法人税法上資本等取引に該当する。

よって課税上損益取引が生じないとされている。一方，同様に資本等取引

に該当するデット・エクイティ・スワップ及び現物分配等は，それらの取
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引から課税上の取扱いとして損益が発生するとされている。すなわち，同

じ資本等取引とされる取引であっても損益が発生する場合がある。

そこで本章では，時価と乖離した自己株式取引を論ずる前提として，

デット・エクイティ・スワップ及び現物分配の課税上の問題について整

理・検討し，資本等取引と損益取引の区分についての法人税法上の考え方

を明らかにする。

第１節 資本等取引と損益取引との区分

法人税法22条２項は，「内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当

該事業年度の益金の額に算入すべき金額は，別段の定めがあるものを除き，

資産の販売，有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供，無償による

資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度の

収益の額とする」と定め，資本等取引に係る収益を益金の範囲から除外し

ている。また損金についても，法人税法22条３項３号は「当該事業年度の

損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの」と定め，資本等取引に係る

損失を損金の範囲から除外している。

このように，法人税法が資本等取引に係る損益を益金の額及び損金の額

の範囲から除外しているのは，上述した企業会計原則の一般原則である

「資本取引と損益取引とを明瞭に区別し，特に資本剰余金と利益剰余金と

を混合してはならない｣40）という規定に従い，損益取引と資本等取引を峻

別し，益金及び損金を資本等取引からは生じることがないようにするため

である41）。

第２節 デット・エクイティ・スワップ（DES)

1．DES の意義

デット・エクイティ・スワップ（以下 DES と略称する。)42）とは，債務

（Debt）を資本（Equity）と交換（Swap）する取引である。すなわち，債

権者と債務者の合意に基づき，債権者が保有する弁済可能性の低下した債
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権を債務者に対して現物出資し，債権債務が混同により消滅するのと同時

に，新株の割当てを受けることをいう。DES は企業再生の際に債務超過

を解消するために使用されることが多い。債務者の発行する株式はほとん

ど無価値であり，債権者側からすると不良債権を保有し続ける場合とあま

り差はないが，債務者の会社が再建された場合に株式の価値が高まり資金

回収ができる可能性がある。

2．会社法における DES の取扱い

DES のおいては，現物出資による新株発行の価額を，その帳簿価額

（券面額）によるべきとする券面額説と，債権の評価額（時価）をもって

評価すべきとする評価額説のいずれによるのが適切であるかが議論されて

きた。

会社法では，原則として現物出資はその目的となる財産について，裁判

所が選任した検査役の調査が必要であるが（会社法207条１項，同条４項），

例外として弁済期の到来した金銭債権の価額が負債の帳簿価額を超えない

場合には，検査役の調査は不要とされた（会社法207条９項）。これは，会

社の負担を軽減するために，検査役の調査を不要とし，また債権を名目価

値（帳簿価額）で評価するという趣旨であり，会社法においては券面額説

を採用したものと解される43）。

3．企業会計における DES の取扱い

債権者側の処理に関しては，平成14年10月９日に公表された「デット・

エクイティ・スワップの実行時における債権者側の会計処理に関する実務

上の取扱い」において，「消滅した債権の帳簿価額と取得した株式の時価

の差額を当期の損益として処理し，当該株式は時価で計上されることとな

る（金融商品会計基準第11項から第13項，金融商品実務指針第29項及び第

37項）。」とされた44）。このような債権者側の会計処理は，債務者側が券面

額説と評価額説のいずれの学説に従っても同様の会計処理がなされること
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となる。

これに対して，DES を行った場合の債務者側の処理は明確にはされて

いない45）。債務者側の処理は，券面額説と評価額説のいずれを採用するか

によって異なってくる。それぞれの会計処理は以下のようになる。ここで

は，DES の対象となる債権の額面が 100 で，時価が 10 の場合を想定する

ものとする。

券 面 額 説

貸 付 金 100 ／ 資 本 金 100

借 入 金 100 ／ 貸 付 金 100

評 価 額 説

貸 付 金 10 ／ 資 本 金 10

借 入 金 100 ／ 貸 付 金 10

債務消滅益 90

上記の会計処理からも明らかなように，券面額説に準拠した場合には，

債権と債務の混同消滅から債務消滅益は生じないが，評価額説に準拠した

場合には債務消滅益が発生することになる。このことから，債務者側の会

計処理に限れば，法人税法における益金の額の計算上準拠すべき一般に公

正妥当と認められる会計処理の基準（法人税法22条４項）は，確立されて

いるとはいえない46）。

4．平成18年改正前法人税法における裁判例

債務者に対する課税で問題となるのは，DES により生じた債務消滅益

を認識するか否かである。債務者は出資を受け資本金等の額を増加させる

ため，DES は法人税法上資本等取引に該当する。法人税法が資本等取引

から生じる収益を益金の範囲から除外していることからすると，債務者側

に債務消滅益は生じないと考えることもできる。このような複数の解釈が
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成り立ちうるのは「資本等取引」の概念が曖昧であることによりもたらさ

れるものである47）。

DES において債務者側に債務消滅益が生じるか否かを争った事案とし

て，東京地裁平成21年４月28日判決がある48）。この事案は，関連会社から

原告への債権の現物出資及び関連会社への新株の発行による債務の株式へ

の転化につき，混同による債務消滅益の計上漏れ及び関連会社への債権を

対価とする自己株式の譲渡につき混同による債務消滅益の計上漏れ等に対

し，更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分を受け，原告はこれを不服

として国を被告として提訴したものである。なお，本裁判例は後述する

DES に係る規定が制定される前の事案である。

原告（債務者）は，DES 取引からは債務消滅益は生じないとして，次

のように主張した。

「DES は１個の取引行為としての資本等取引（法人の資本金等の金額

の増加又は減少を生ずる取引）に該当する｣49）ので，資本等取引である

DES から債務消滅益は生じないとした。また，「DES も取引行為である

ところ，取引行為は法的概念であるから，税法の分野における概念の取扱

いとしても，税法上明確な特則が法律上定められていない限りは，基本分

野である民商法等の他の法分野におけるものと同じ意義に解さなければな

らない。DES を現物出資と混同とに分解しなければならないという必要

性はなく，当事者の意思に反してそのように分解し得る許容性の根拠や契

機は民商法等にはなんら存在しない」50）。

これに対し，東京地裁は概ね課税庁の主張を支持し，以下のとおり本件

DES 取引から債務消滅益が生じると判断した。すなわち，「法令上，DES

を直接現実する制度について何らの規定が設けられていない以上，株式会

社の債務（株式会社に対する債権）を株式に転化するためには，既存の法

制度を利用するほかなく，既存の法制度を利用する以上，既存の法制度を

規律する関係法令の適用を免れることはできないというべきである。そし

て，我が国の法制度の下において，DES は，① 会社債権者の債務者会社
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に対する債権の現物出資，② 混同による債権債務の消滅，③ 債務者会社

の新株発行及び会社債権者の新株の引受けという各段階の過程を経る必要

があり，それぞれの段階において，各制度を規律する関係法令の規制を受

けることになる。｣51）とし，DES 取引を分解して考えることができると判

示した。

次に，「法人税法22条２項の規定の性質上，同項の『資産の販売，有償

又は無償による資産の譲渡又は役務の提供，無償による資産の譲受け』は

『取引』の例示であり，同項の『その他の取引』には，民商法上の取引に

限られず，債権の増加又は債務の減少などの法人の収益の発生事由として

簿記に反映されるものである限り，人の精神作用を要件としない法律事実

である混同等の事件も含まれると解するのが相当である｣52）から，混同に

より消滅した債務の券面額から資本等取引に当たる金額を控除した残額は，

損益取引により生じた益金と認められるとし，原告の主張を退けた。

以上のように，東京地裁判決は，DES 取引を三段階に分解し，そのう

ち損益取引とされる部分から生じた債務消滅益に対して課税しているので

あり，資本等取引から損益が生じているのではないとして，課税処分を認

めた。

5．DES の債務者側における法人税法上の取扱い

平成18年改正法人税法において，増加する資本金等の額は「株式の発行

又は自己の株式の譲渡をした場合に払い込まれた金銭の額及び給付を受け

た金銭以外の資産の価額その他の対価の額に相当する金額」（法人税法施

行令８条１項１号）と規定されたため，評価額説を採用したと考えられる。

また，改正後の法人税法59条が，債務の消滅から益金が発生し，これから

繰越欠損金を損金として控除することを規定しているため，債務消滅益が

課税上認識されると解される53）。

ただ，これらの規定により DES 取引から債務消滅益が生じるというよ

りは，これらの規定は DES 取引から債務消滅益が生じることを前提とし
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ていると考えられる。すなわち，法人税法59条は，DES から債務消滅益

が生じる旨を直接規定しているのではなく，繰越欠損金の損金算入の規定

であることからすると，改正によって債務消滅益が課税されるよう規定し

たのではなく，法人税法上，DES から生じる債務消滅益は当然に課税さ

れるものといえる54）。そうであるならば，その課税の根拠は，上記事案で

の判示と同様であり，DES取引を各段階に分解し，損益取引とされる部分

から債務消滅益が発生し，それに対して課税していると考えるべきである。

第３節 現 物 分 配

1．会社法における現物分配の取扱い

会社法のもとでは，現物分配，すなわち金銭以外の財産を配当すること

が認められている（会社法454条４項）。会社が剰余金の配当をするときは，

原則としてその都度，株主総会の決議によって配当財産の種類とその財産

の帳簿価額の総額，株主に対する配当財産の割当てに関する事項，及び剰

余金の配当の効力が生じる日を定めなければならない（会社法454条１項）。

なお，金銭以外の財産が配当される場合には特別の規制がある。すなわ

ち，会社は，株主総会の決議によって，① 株主に対して金銭分配請求権

（当該配当財産に代えて金銭を交付することを株式会社に対して請求する

権利をいう）を与えるときは，その旨及び金銭分配請求権を行使すること

ができる期間，並びに② 一定の数未満の数の株式を有する株主に対して

配当財産の割当てをしないこととするときは，その旨及びその数を定める

ことができる（会社法454条４項）。この現物配当に関する株主総会の決議

は，株主に対して上記の金銭分配請求権を与える場合を除き，株主総会の

特別決議によらなければならない（会社法459条１項４号，309条２項10

号）。配当される財産の評価が適正か等の問題がありうるからである55）。

2．企業会計における現物分配の取扱い

現物分配を行う会社の会計処理について，企業会計基準適用指針第２号
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「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」第10項

は，次のように定めている。

「配当財産が金銭以外の財産である場合，配当の効力発生日（会社法第

454条第１項第３号）における配当財産の時価と適正な帳簿価額との差額

は，配当の効力発生日の属する期の損益として，配当財産の種類等に応じ

た表示区分に計上し，配当財産の時価をもって，その他資本剰余金又はそ

の他利益剰余金（繰越利益剰余金）を減額する。」

この会計処理の根拠は，現物配当が，金銭以外の財産をもって自己株式

を取得した場合と同様の経済効果を有するため，そのバランスを図ったも

のである56）。

3．法人税法における現物分配の取り扱い

現物分配とは，法人がその株主等に対し当該法人の次に掲げる事由によ

り金銭以外の資産を交付することをいう（法人税法２条十二の六）。

① 剰余金の配当若しくは利益の配当又は剰余金の分配

② 法人税法24条１項３号から６号まで（配当等の額とみなす金額）に

掲げる事由

すなわち，具体的には次の場合をいう。

イ 資本の払戻し又は解散による残余財産の分配。

ロ 自己の株式又は出資の取得（金融証券取引法に規定する金融証券取

引所の開設する市場における購入による取得その他の一定ものを除

く。）。

ハ 出資の消却（取得した出資について行うものを除く。），出資の払戻

し，社員その他の法人の出資者の退社又は脱退による持分の払戻しそ

の他株式又は出資をその発行した法人が取得することなく消滅させる

こと。

ニ 組織再編（組織変更に際してその組織変更をした法人の株式又は出

資以外の資産を交付したものに限る。）。
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現物分配は法人税法22条５項の資本等取引に該当することから，現物分

配を行う法人には益金及び損金は生じないと考えることもできる。しかし，

配当が金銭以外の資産により行われた場合に損益が生じないとすると，当

該資産の含み損益に対して永久に課税が行われないことになる。

現物配当から損益が生じる旨を直接定めた規定はないが，有価証券の譲

渡損益に係る別段の定めである法人税法61条の２において，有価証券の現

物配当が行われる場合についても規定している。すなわち，１項において，

内国法人が有価証券を譲渡した場合の譲渡損益は，一定の場合を除き，

「その譲渡に係る契約をした日（その譲渡が剰余金の配当その他の財務省

令で定める事由によるものである場合には，当該剰余金の配当の効力が生

じる日その他の財務省令で定める日）の属する事業年度の所得の計算上，

益金の額又は損金の額に算入する。」と定めており，有価証券の譲渡損益

が剰余金の配当によって行われる場合にも生じることを示している。すな

わち，現物分配である有価証券の配当から損益が生じることは，法人税法

上前提とされていると解される57）。そして，現物分配が有価証券により行

われた場合と，有価証券以外の資産により行われた場合でその取扱いを異

にするとは考えにくいことから，有価証券以外の資産により現物配当が行

われた場合も譲渡損益を認識すると考えられる58）。

以上のように，DES による債務消滅益及び現物分配による資産の含み

損益に対する課税については，法人税法上損益が生じることを前提として

いる。また，法人税法59条及び61条の２が損益取引についての規定である

ことからすると59），資本等取引である DES 及び現物分配においても，損

益取引としての性質を有する部分が存在しており，その部分を資本等取引

と分けて課税しているといえる。

そして，このことが DES 及び現物分配にのみ当てはまるとは考えにく

いことからすると，DES 及び現物分配以外の取引であっても，その１個

の取引が資本等取引と損益取引の２つの性質を有する場合には，その取引

をそれぞれ資本等取引と損益取引とに分けて考えるべきである60）。

立命館法政論集 第11号（2013年)

100



第４章 時価と乖離した価額での自己株式取引

第３章において，１個の取引が資本等取引であってもその取引が損益取

引としての性質を有する場合にはその取引から損益が生じることを明らか

にした。本章ではその考え方が自己株式にも妥当するか否かについて，自

己株式から損益が生じないとした場合における課税の公平及び租税回避等

の問題点，有利発行の係る規定との関係，自己株式に係る法人税法上の規

定との関係等いくつかの論点に分けて検討し，時価と乖離した場合の自己

株式取引に対する課税のあり方を考察する。

第１節 時価と乖離した場合の課税問題

1．発行会社と株主間の時価と乖離した価額での損益取引に対する課税

自己株式取引について検討する前に，まず発行会社と株主の間で時価と

乖離した損益取引が行われた場合について概観する。時価と乖離した価額

での損益取引は主に資産の譲渡であるが，発行法人側からすると，それは

低額取得（無償取得），高額取得，低額譲渡（無償譲渡），高額譲渡の４つ

に分類できる。

まず，低額取得は，株主側からすると低額譲渡であるが，時価で譲渡を

行ったものとして受贈益課税が行われる。その根拠条文は，法人税法22条

２項である。法人税法22条２項は，益金の額について「別段の定めがある

ものを除き，資産の販売，有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供，

無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該

事業年度の収益の額とする」と規定し，資産の無償譲渡や役務の無償提供

その他の無償取引に係る収益も益金に算入されることを定めている61）。無

償取引の場合には経済的価値の流入が存在しないことからすると，無償取

引につき収益を擬制する目的は，正常対価で取引を行った者との税負担の

公平を確保し，法人の適正な所得を算出することにあると解されている62）。
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なお，22条２項は無償取引だけでなく，低価取引をも含む趣旨であるとさ

れている63）。そして，その適正な価額と対価の差額の性質は寄付金であり，

また発行法人側においては，その差額は受贈益になると考えられる。

この場合において，発行法人においては受贈益分だけ純資産が増加する

ため，理論的にはそれに対応して株式の価値は増加することになる。つま

り，資産の低額譲渡を行った株主以外の株主に経済的価値の増加をもたら

しているのである。この経済的利益の性質は有価証券の評価益であり，未

実現のキャピタルゲインとして法人税法上課税の対象にはならない。ここ

で重要なのは，このような時価と乖離した価額で取引した場合には，その

取引の性質が資本等取引であれ損益取引であれ，結果的に資産の低額譲渡

を行った株主以外の株主に経済的利益が発生しているということである64）。

すなわち，後述する有利発行による株式の希釈化等の問題は，損益取引と

して資産の譲渡等を行った場合にも生ずるのである。

なお，損益取引として捉えた場合，１個の取引に対して二重の所得が生

じており，それは現行の所得課税の仕組みからはやむを得ないことである

が，配当の場合と比べ，相対的に重い税負担を生むことになる65）。

次に，高額取得については，資産の譲渡を受け，時価以上の対価を支

払っているため，時価と対価の差額は寄付金となると考えられる。また株

主側では，資産の高額譲渡により経済的利益が生じており，この部分は

キャピタルゲインではなく受贈益と考えるべきである。なお，この場合に

も資産の譲渡を行った株主以外の株主に経済的価値の減少が生じているが，

上述したようにこの部分は未実現のキャピタルロスであるため，課税の対

象にはならない。

また，低額譲渡や高額譲渡においても，同様の課税が行われると考えら

れる。

以上のように，発行法人と株主の間で時価と乖離した価額により損益取

引を行った場合には，発行法人においてその時価と対価の差額が寄付金又

は受贈益として認識される。
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2．課税の公平及び租税回避の観点から

上記のように，法人税法は，発行法人と株主の間における時価と乖離し

た価額での損益取引が行われた場合に受贈益又は寄付金を認識している。

にもかかわらず，自己株式取引（資本等取引）が行われた場合には受贈益

又は寄付金を認識しないならば，課税の公平が図れない。

例えば，発行法人が株主に対して時価 100 の資産を 1100 で譲渡し，そ

の後株主が資産を売却した場合，発行法人及び株主の仕訳は次のようにな

る。

発 行 法 人

現 金 1,100 ／ 資 産 100

受 贈 益 1,000

株 主

資 産 100 ／ 現 金 1,100

寄 付 金 1,000

現 金 100 ／ 資 産 100

これに対して，発行法人が株主に対して時価 100 の自己株式を 1,100 で

譲渡し，その後株主がその有価証券を譲渡した場合，受贈益又は寄付金を

認識しないとすると，その仕訳は次のようになる。

発 行 法 人

現 金 1,100 ／ 資 本 1,100

株 主

有 価 証 券 1,100 ／ 現 金 1,100

現 金 100 ／ 有 価 証 券 1,100

譲 渡 損 1,000

資産を譲渡した場合には，発行法人側では受贈益が 1,000 認識され，ま
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た株主側では寄付金が 1,000 認識される。一方自己株式を譲渡した場合に

は，発行法人側では益金は発生せず，また，株主側では寄付金ではなく譲

渡損として課税され，寄付金の損金不算入の規定の影響を受けない。この

ように，自己株式取引において寄付金および受贈益を認識しないならば，

どちらの取引も時価 100 のものを 1,100 で取引しているにもかかわらず，

その取引が損益取引である場合と資本等取引である場合で税負担が異なっ

てくることになる。

また，自己株式の取引から益金及び損金が発生しないとすると，例えば

株主が発行法人に対して寄付をしたい場合に，それを自己株式取引として

少額の資本等取引に含め，発行法人及び株主に損益を発生させない，とい

うようなことも可能であり，租税回避に利用される可能性もある。

以上のように，自己株式取引が時価と乖離した価額により行われた場合

に，資本等取引であることにより課税を行わないとするならば，課税の公

平が図れないようなケースが想定され，またそのゆがみを利用した租税回

避が行われる可能性がある。

第２節 有利発行に係る規定との関係

法人税法施行令119条１項４号は，新株の有利発行を行った場合の株主

側の処理について規定している。法人税法施行令119条１項４号は，「通常

要する価額に比して有利な価額……により取得をした有価証券」（「当該法

人の他の株主等に損害を及ぼすおそれがないと認められる場合における当

該株式又は新株予約権」を除く）の取得価額は，「その取得の時における

その有価証券の取得のために通常要する価額」と規定している。そして，

その払込金額と時価との差額は，法人税法22条２項の「無償による資産の

譲受け」として，受贈益に該当することとなる66）。この規定の「取得の時

における当該株式の取得のために通常要する価額」とは，新株の有利発行

により平均化された値を取る。よってこの規定は，希釈化による新株主と

旧株主の間の持分の移転を想定した規定であると考えられる。すなわち，
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有利発行により平均化された価額と対価の差額は，旧株主の失った持分に

等しいため，経済的利益は，発行法人を介さず直接株主間で移転したと考

えるべきである67）。仮に発行法人から与えられた経済的利益であるとした

場合，その利益の価額は有利発行が行われる前の株式の時価と対価の差額

となるはずである。なお，持分の移転には，主として相対的な持分割合の

移転と持分の経済的価値の移転（株式の価値等）があるが，本稿では後者

の意味で用いることとする68）。

また，個人が有利発行を受けた場合，発行法人から新株を取得する権利

を与えられた場合の収入金額の計算について，所得税法施行令84条５項は，

「株式と引換えに払い込むべき額が有利な金額である場合における当該株

式を取得する権利」を与えられた場合（「発行法人の他の株主等に損害を

及ぼす恐れ」がない場合を除く）の収入金額は，「当該権利の行使に係る

当該権利の取得価額にその行使に際し払い込むべき額を加算した金額」か

ら発行価額を控除した金額であると規定している。

当該収入金額の所得区分は，原則として一時所得とされるが，発行法人

の役員又は使用人に対しその地位又は職務等に関連して株式を取得する権

利が与えられたと認められるときは給与所得とされ，これらの者の退職に

基因して当該株式を取得する権利が与えられたと認められるときは退職所

得とされている（所得税法基本通達 23～35 共―6）。株主が得た経済的利

益が給与所得や退職所得に該当することから，その所得は発行法人から与

えられたものと認識していると解されている69）。しかし，この取得が発行

法人から与えられた経済的利益であるとした場合，発行法人がどのような

経済的損失を被ったか明らかでない。株主の得た所得が有利発行による持

分の移転によるものであるため，それは株主間での移転であり，仮に発行

法人から与えられた所得とするのであれば，旧株主から発行法人に経済的

価値の移転があり，その後新株主に移転したと考えなければ平仄が合わな

い。発行法人から平均化する前の時価と対価との差額分の経済的利益が与

えられ，その後希釈化により平均化した値までの評価損を計上していると
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考えることもできるが，そのような場合においても，希釈化による損失を

含めて発行法人から与えられたとすることはできない。

有利発行に係るこれらの規定は，新株の発行が時価により行われない場

合があることを前提とした規定であるが，そのことが時価と乖離した価額

での新株の発行や自己株式取引などを行うことを容認しているわけではな

いと思われる。上述したように，これらの規定は，持分の移転による経済

的利益を，有利発行を受けた株主に対して認識するための規定であり，本

来その利益に対応する損失を被った者は旧株主である。しかし，所得税法

においてはその経済的利益を発行法人から受けたものであると解している。

このことから，これらの規定はその経済的利益に対応する損失を被った者

が誰であるかを考慮しておらず，有利発行を受けた株主にのみ，その獲得

した経済的利益を課税することを特別に定めた規定であると思われる70）。

また，法人税法や所得税法が，不利発行や自己株式の高額譲渡，高額取得，

低額取得等について規定していないことからしても，これらの規定は限定

的な規定であり，よって有利発行に係るこれらの規定があるからといって，

法人税法が資本等取引については時価での取引を求めていないとは考えが

たい71）。

なお，自己株式を取得又は譲渡した場合には，発行法人とその取引を

行った株主との間で経済的価値の移転が生じるのか，又はその発行法人の

株主間での持分の移転なのかが問題となると考えられる。すなわち，時価

と乖離した価額で自己株式を譲渡した場合には，発行法人において寄付金

又は受贈益として経済的価値の増減があるとされる場合と，株主間で持分

の移転が起こり，株式の価値の希釈化等が生じる場合がある。

発行法人と株主間の経済的価値の移転と捉える場合は，例えば時価より

も低い価額で自己株式を譲渡した場合に，その時価と対価との差額を発行

法人と株主の間の価値の移転として，発行法人において受贈益を認識し，

また株主側で寄付金を認識すると考えられる。それに対して株主間の持分

の移転と捉えた場合は，発行法人が自己株式を高額で譲渡したことにより，
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取引の当事者でないその他の株主の株式の価値が希釈化し，取引を行った

株主とその他の株主の間で持分の移転があったとして，株主間で寄付金及

び受贈益を認識すると考えられる。

法人税法施行令119条１項４号及び所得税法施行令84条の規定は，上述

したように限定的な規定であり，かつ自己完結的な規定72）であるから，

これらの規定があるからといって発行法人と株主間での価値の移転に対し

て課税することが否定されるわけではない。むしろ，不利発行や自己株式

の高額譲渡，高額取得，低額取得等に関しては規定されていないことから，

これらの場合には株主間の持分の移転に対して課税することは不可能であ

ると思われる。なお，有利発行の場合に，発行法人と株主の間の経済的な

価値の移転とするのか，又は株主間での持分の移転とするのかは，現行法

の規定からは判断できないため，当事者の意思等を勘案して個別の事例に

より判断することになると考えられる。

第３節 時価と乖離した場合の課税のあり方

1．時価と乖離した部分の性質

自己株式を時価と乖離した価額で譲渡又は取得した場合には，その時価

と対価との差額の金額に対応する部分は，自己株式の譲渡又は取得すなわ

ち出資又は資本の払戻しとは別個の意図により行われたものと見ることが

できる73）。自己株式取引にかかわらず，取引は通常時価により行われるの

であり，法人税法も時価による取引を前提としているものと考えられる。

自己株式取引を時価と乖離した価額で行った場合，それは発行法人及び株

主にとって出資又は払戻しのみを意図して合意した取引とはいえず，その

乖離した部分は「資本金等の額」を増減させる要素であるとは考えがた

い74）。そうであるならば，その乖離した部分は，出資又は資本の払戻しと

しての性質を有する資本等取引から生じたものではなく，受贈益又は寄付

金として損益取引の性質を有するといえる。

このことは，発行価額を超える新株の払込みが行われた場合において，
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その越える部分の金額が寄付金に該当するか否かが争われた「相互タク

シー事件｣75）においても表れている。当該事案は新株の発行についての事

案であり自己株式の処分について争われたものではないが，自己株式の処

分と新株の発行は同様に取り扱われることから，自己株式の処分について

も同じことがいえると思われる。

この事案では，裁判所は，発行価額を越える部分の性質について次のよ

うに述べている。

「本件増資払込みによる現実の出捐があったとしても，法三七条の解釈，

適用上，本件増資払込金の中に寄附金に当たる部分がある場合には，当該

部分は法人税法上の評価としては『払い込んだ金額』（法人税法施行令三

八条一項一号）に当たらないと解される。本件増資払込金は本件株式を取

得するための増資払込金としての外形を有するものであるが，後記のとお

り，それが実質上寄附金と判断される以上，原告の行った取引の外形に法

人税法上の法的評価が拘束される理由はないから，法人税法上これを『払

い込んだ金額』として，本件株式の取得価額に当たると解さなければなら

ないものではない」76）。

増資は，「法人の資本金等の増加又は減少を生ずる取引」であり，本来

ならば寄付金を認定する余地はない。しかし本判決は，その増資が実質的

には贈与としての性質を有する場合には，その部分を「払い込んだ金額」

とせず，寄付金として課税することを認めた。つまり，払込みという１個

の取引の中に，出資としての性質を有する部分と，寄付金としての性質を

有する部分が存在していることになる。

なお，本件は，発行会社ではなく株主側に対する課税について争われた

事案であるが，株主に対して寄付金課税が認定されたにも関わらず，発行

法人側では受贈益課税は行われなかった。本判決も，発行会社が「増資払

込金の全額を資本勘定に組み入れたこと」と，株主にとって「損失（寄付

金）が発生するとすることは，何ら矛盾するものではない｣77）と判示して

いる。しかし，株主に対して寄付金を認定するのならば，発行法人に対し

立命館法政論集 第11号（2013年)

108



ても当然に経済的価値の増加があると考えるべきであり，株主側において

寄付金とされた部分は，発行法人においても受贈益として損益取引の性質

を有するものであると思われる。

以上のように，自己株式の取得及び処分という取引においても，その取

引が時価と乖離した価額により行われた場合には，その乖離した部分の金

額は寄付金又は受贈益としての性質を有する場合があり，それは発行法人

において経済的な価値の増減であるから，そのような場合には損益取引と

して法人税の課税所得の計算上，益金の額又は損金の額を構成することに

なるものと思われる。

2．資本等取引と適正な価額

自己株式を取得した場合には，これを資産の部に計上するのではなく，

取得した株式に対応する資本金等の額（取得資本金額）を取得時の資本金

等の額から減算し（法人税法２条21項，法人税法施行令８条１項17号），

また処分した場合には，払い込まれた金銭の額及び給付を受けた金銭以外

の資産の価額を資本金等の額の増加とする（法人税法施行令８条１項１

号）。当該規定により，仮に自己株式を時価より高額で譲渡した場合にお

いても，増加する資本金等の額は，その対価の額の全額であるという解釈

が支配的であると思われる。しかし，上述したように，その時価を超える

部分の金額が出資としての性質を有しない場合があり，そのような場合に

は，その増加資本金等の額は適正な価額（時価）であり，その差額は受贈

益課税されると考えるべきである78）。

法人税法においては，所得の金額の計算上益金の額に算入すべき金額は，

基本的に「適正な価額」に基づくことが要請されるのであり79），そのこと

は自己株式の譲渡及び取得にも当てはまると考えられることから，時価と

対価との差額は損益取引としての性質を有し，資本金等の額を増加させる

ことにはならないものと思われる。上述した租税回避目的による時価と乖

離した価額での自己株式取引が行われた場合に，その課税を断念してまで，
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法人税法が取引価額で資本金等の額を増減させることを想定しているとは

考えられない。

上記の「相互タクシー事件」においても，有価証券の取得価額が「払い

込んだ金額」（旧法人税法施行令38条１項１号，現行119条１項２号に類

似）と規定しているにもかかわらず，払込金と適正な価額との差額が寄付

金として認識されたのであり，自己株式に関する規定も，適正な価額を前

提とした規定であると考えるべきである80）。

3．自己株式の資産性と寄付金又は受贈益課税の関係

すでに述べたとおり，平成13年改正前の商法においては，取得した自己

株式は相当の期間内に処分しなければならず，またその処分については特

に制限されていなかったため，自己株式は資産として扱われていた。企業

会計においても，その当時の計算書類規則12条１項は「自己株式は流動資

産の部に他の株式と区別して記載しなければならない」と定め，資産説を

採用していた81）。

このような商法及び企業会計の取扱いを受け，法人税法においても自己

株式は有価証券として認識され，その譲渡損益は益金の額及び損金の額に

算入されていた82）。

しかし，平成13年改正商法は基本的に自己株式の取得規制を緩和し，取

得目的規制，その保有株式の制限及び保有期間の制限を排除したため，自

己株式を大量にかつ長期間保有することが可能となり，その性質を有価証

券の売買というよりも資本の払戻し及び資本の払込みと捉え，資本控除説

を採用した。法人税法は，自己株式を有価証券と捉え，資産説を維持した

が，自己株式の譲渡損益を益金又は損金には算入せず（旧法人税法61条の

２第５項），資本積立金額を増減することとした（旧法人税法２条17号ロ）。

そして，平成18年の法人税法改正によって，自己株式は有価証券の範囲

から除かれ，自己株式を取得した場合には，これを資産の部に計上するの

ではなく，取得した株式に対応する資本金等の額（取得資本金額）を取得
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時の資本金等の額から減算することとされた（法人税法２条21項，法人税

法８条１項17号）。このような改正は，法人税法上自己株式の資産性を否

定し，譲渡損益を益金及び損金に算入しないという考え方を徹底したもの

であるとされる83）。

このことからすると，時価と乖離した価額で自己株式取引を行った場合

のその時価と対価との差額部分を益金又は損金に算入することは，自己株

式が資産であるか否かとは関係がないといえる。上述したように，自己株

式が資産であることにより発生する損益は譲渡損益であり，それは譲渡時

において取得価額と時価との差額から発生するものである。これに対して

時価と対価との差額部分が発行法人において経済的な価値の増加及び減少

であると考えられる場合，その部分は発行法人側では受贈益又は寄付金で

あり，自己株式が資産でないとしてもその受贈益又は寄付金としての性質

は失われるものではない。つまり，法人税法上自己株式は資産ではないと

解されるが，そのことにより時価と乖離した部分が，発行法人において経

済的価値の増減をもたらすことを否定する理由にはならないのである。

お わ り に

本稿では，時価と乖離した価額での自己株式取引の課税問題について，

さまざまな角度から検討を行ってきた。それらを整理すると，以下のよう

になる。

第一に，DES 及び現物分配は，１個の取引として見た場合には出資や

分配に該当するため，資本等取引の性質を有する。しかし，別段の定めに

おいて，DES 及び現物分配から損益が発生することを前提とする規定が

設けられていることからすると，法人税法上資本等取引に該当する取引で

あっても，損益取引としての性質をも有する場合には資本等取引と損益取

引とを分けて考えるべきであり，損益取引の部分からは損益が生ずるもの

と解される。そして，このことは DES 及び現物分配以外の取引において
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も妥当すると思われる。

第二に，自己株式が時価と乖離した価額で取引された場合にはその時価

と対価との差額部分は発行法人にとって経済的な価値の増減をもたらす場

合があり，そのような場合には受贈益及び寄付金としての性質を有し，課

税所得の計算上益金及び損金を構成すべきものである。

第三に，受贈益及び寄付金としての性質を有しているのであれば，その

部分は損益取引に該当することになり，DES 及び現物分配と同様に資本

等取引と損益取引を分けて考え，法人税法上の損益取引として受贈益及び

寄付金を認識すべきである。

第四に，自己株式取引により増減する資本金等の額はその取引の対価の

額であると規定されているが，これは取引を適正な価額で行ったことを前

提としており，時価と乖離した価額での取引の場合についてまで規定した

ものではない。

第五に，自己株式は平成18年の改正によって資産から除かれたが，資産

であることにより認識すべき損益は譲渡損益であり，時価と乖離した価額

での取引においては，自己株式が資産であるか否かにかかわらず発行法人

に経済的価値の増減がもたらされるのであり，自己株式が資産でないこと

が受贈益又は寄付金としての課税を否定する理由とはならないと思われる。

第六に，有利発行の係る規定は，新株の発行という資本等取引が時価に

より行われないことを前提とした規定であるが，そのことが時価と乖離し

た価額での新株の発行や自己株式取引を行うことを容認しているとは考え

がたい。これらのことから，時価と乖離した場合の自己株式取引による差

額が損益取引としての性質を有する場合には，その差額は課税所得の計算

上益金及び損金を構成すべきであると考える。

現行の自己株式税制は平成18年度の法人税法改正により制定されたもの

であり，制定されてから日が浅いため，本稿で取り上げたような問題につ

いて直接的に裁判で争われた事例は存在しない。しかし，上述したように，

自己株式取引が租税回避目的に利用される可能性があり，今後この問題を

立命館法政論集 第11号（2013年)

112



めぐって争われる事例がでてくるものと思われる。そして，そのような場

合には上述したような論理構成により，自己株式取引から損益が生じる可

能性がある。ただ，本稿で述べた課税上の取扱いの構成は多少技巧的であ

るため納税者の予測可能性が確保できず，また資本等取引と損益取引との

区分の問題は法人税法の根本に関わることであるから，これらの点につい

ては立法により解決するべきである。

本稿では，資本等取引と損益取引との区分の問題のうち，とくに自己株

式取引を取り上げ，論じてきたが，この資本等取引と損益取引との区分の

問題は DES や現物分配等にも生じており，資本等取引の範囲が曖昧に

なってきている。従来，企業会計及び法人税では，資本等取引と損益取引

との区分は厳密になされてきたが，近年の取引の複雑化，多様化により，

資本等取引と損益取引とを画一的に区分することは難しくなってきている。

上述したように，資本等取引に係る問題は法人税法の根本に関わる重要な

問題でありことから，今後資本等取引の意義と範囲について再整理する必

要がある。その点の検討については今後の課題としたい。
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